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第５章 障害福祉計画・障害児福祉計画     

 

１．障害福祉計画・障害児福祉計画の概要         
 

（１）「障害福祉計画」「障害児福祉計画」とは                   
 

障害福祉計画は、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律」（以下「障害者総合支援法」と言う。）の規定により市町村に

策定が義務づけられている、障害福祉サービスなどの提供体制を計画的に

整備するための計画です。 

本市では、平成１８年度から平成２０年度までを計画期間とする第１期

から、令和３年度から令和５年度までを計画期間とする第６期まで、障害

福祉計画を策定し各種施策を実施してきました。 

また、第５期障害福祉計画からは、児童福祉法の規定に基づき、障害児

を対象とするサービスの提供体制の確保に関する計画である障害児福祉

計画を一体的に策定しています。 

第７期富士市障害福祉計画及び第３期障害児福祉計画（以下「本計画」

と言います。）では、計画期間を令和６年度から令和８年度までとし、障

害のある人や児童が地域生活を送る上での課題に対応するため、障害福祉

サービスなどの提供体制の確保について成果目標を設定し、成果目標を達

成するため必要となるサービス量を活動指標として設定しています。 

 

この計画は、富士市障害者計画に掲げる様々な支援の実現に向けた、障

害福祉サービスに関する実施計画として位置づけます。 
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（２）計画策定に当たっての基本的な考え方            
 

第５次富士市障害者計画の基本理念である「だれもがその人らしく暮ら

せる社会の実現」を踏まえ、次の７点を本計画の策定に当たっての基本的

な考え方とします。 

 

１ 障害のある人の自己決定の尊重と意思決定の支援  

障害のある人の自己決定を尊重し、意思決定の支援に配慮するととも

に、必要とする支援を受けつつ自立と社会参加を実現できるよう障害福

祉サービス、相談支援、障害児通所支援の提供体制の整備を進めます。 

 

２ 身近な実施主体による一元的な障害福祉サービスの実施  

障害のある人が、障害の種別によらない一元的な障害福祉サービスを

身近な地域社会で受けることができるよう、サービス提供基盤の整備・

拡充を図ります。 

 

３ 地域生活への移行と継続、就労支援等の課題への対応  

障害のある人の施設や病院から地域生活への移行と継続、就労支援な

どの課題に対応したサービス提供体制を整え、障害のある人の生活を地

域全体で支えるシステムの拡充を目指します。 

 

４ 地域共生社会の実現に向けた取組  

地域に住む人々が、「支え手」と「受け手」に分かれるのではなく、地

域、暮らし、生きがいをともに創り、高め合うことができる「地域共生

社会」の実現に向けた取組を計画的に進めます。 

 

５ 障害児の健やかな育成のための発達支援  

障害のあるこどもへの支援は、障害のあるこども本人の意思を尊重し、

最善の利益を考慮しながら、健やかな育成を支援するため、保健、医療、

保育、教育、就労支援等の関係機関が連携し、障害のある児童やその家

族に対して、ライフステージに沿った切れ目のない効果的な支援を身近

な場所で提供する体制の構築を図ります。  
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６ 障害福祉人材の確保・定着  

将来にわたって安定的に障害福祉サービス等を提供し、各種事業を実

施していくために、提供体制の確保とともにそれを担う人材の育成に取

り組みます。 

 

７ 障害のある人の社会参加を支える取組  

障害のある人の個性と能力を発揮した社会参加を促進するため、多様

なニーズを踏まえた支援を行います。 

 

（３）計画の策定方法                      

 

成果目標の設定に当たっては、現在、福祉施設に入所している人と就

労支援サービスを利用している人の今後のサービスの利用見込について

調査を行いました。 

障害者総合支援法、児童福祉法においては、市は障害者等の心身の状

況、その置かれている環境その他の事情を正確に把握した上で、これら

の事情を勘案して障害福祉計画を策定するよう努めるものとされていま

す。計画策定に当たり、障害者の日常生活に関わる事業を所管する各課

及び障害当事者、関係機関、障害福祉サービス事業者など様々な立場の

方からの意見を集約するためワーキンググループを設置し、本市の障害

福祉サービスの現状と課題についての協議をしていただきました。 

 

（４）計画の進捗管理                   

 

この計画を着実に推進するために、障害福祉制度の改正など、障害者を

取り巻く社会環境の変化に対応し、成果目標の実現性を高めるため、定期

的に計画内容を評価し、必要に応じて見直しを行う等、柔軟な運用を行い

ます。 

第７期障害福祉計画及び第３期障害児福祉計画の実施に当たっては、

障害のある人や児童を取り巻く社会環境などの変化に対応し、成果目標

の実現性を高めるため、毎年度の障害福祉サービスなどの提供実績につ

いて、富士市障害者自立支援協議会による検証を行い、施策の円滑な推

進に努めます。 
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２．令和８年度の成果目標の設定               
 

（１）福祉施設入所者の地域生活への移行         
 福祉施設に入所している障害のある人について、グループホーム、一般

住宅等への移行を推進することとし、令和８年度末における地域生活移行

者数の目標値を設定します。 

 

項  目 数値 

令和４年度末時点の入所者数（Ａ） ２２３人 

令和８年度末時点の入所者数（Ｂ） ２１１人 

減少数（Ａ）-（Ｂ）  １２人 

令和８年度末時点までの地域移行者累計目標（※）  １４人 

※令和８年度末時点までの地域移行者累計目標は、国の基本指針で示された成果目標を達成す

ることを基本として設定した数値 

 

（２）精神障害者にも対応した地域包括ケアシステムの構築    

 精神障害者にも対応した地域包括ケアシステムの構築を進めるため、富

士市障害者自立支援協議会推進会議に保健、医療、福祉等の関係者による

協議の場を設置し、富士圏域障害者自立支援協議会地域移行定着部会と連

携して課題の解決に取り組みます。 

また、取組内容について富士市障害者自立支援協議会代表者会議に報告

します。 

 

活動指標 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

協議の場の開催回数（回） ２ ２ ２ 

協議の場における目標設定及び評価の実施回

数（回） 

１ １ １ 

協議の場への関

係者の参加者数

（人） 

（各年度２回の

開催を想定） 

保健 ２ ２ ２ 

医療（精神科） ２ ２ ２ 

福祉 ２ ２ ２ 

介護 ２ ２ ２ 

当事者 ２ ２ ２ 

家族 ２ ２ ２ 

富士圏域スーパーバイザー ２ ２ ２ 
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（３）地域生活支援拠点等の整備                
 地域生活支援拠点等として整備された５つの機能（相談支援、緊急時の

受入れ・対応、体験の機会と場の提供、専門的人材の確保・養成、地域の

体制づくり）を拡充するため、富士市障害者自立支援協議会推進会議にお

いて各機能の運用状況の検証、運用上の課題に関する検討を行い、各機能

を担う事業者に還元するとともに、富士市障害者自立支援協議会代表者会

議に報告します。 

 

活動指標 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

機能拡充のための検証・検討の実施回数 ２回 ２回 ２回 

 

（４）福祉施設から一般就労への移行              

福祉施設から一般の事業所への就労移行を積極的に進めるものとし、令

和８年度末時点における一般就労移行者数の目標値を次のとおり設定し

ます。 

 

■目標値① 一般就労への移行者数 

項  目 数値 

令和２年度における福祉施設から一般就労への移行者数（実績） ３５人 

令和３年度における福祉施設から一般就労への移行者数（実績） ６５人 

令和４年度における福祉施設から一般就労への移行者数（実績） ８２人 

令和８年度における福祉施設から一般就労への移行者数（目標）（※） ８７人 

※令和８年度における福祉施設から一般就労への移行者数（目標）は、国の基本指針で示さ

れた成果目標値を達成することを基本として設定した数値 

 

■目標値② 一般就労移行者の就労定着支援利用率 

項  目 数値 

令和４年度の一般就労移行者のうち、就労定着支援利用者数（実績）  ３５人 

令和４年度の一般就労移行者のうち、就労定着支援利用者率（実績） １１．５％ 

令和８年度の一般就労移行者のうち、就労定着支援利用者率（目標） ３６．８％ 

※令和８年度の一般就労移行者のうち、就労定着支援利用率（目標）は、国の基本指針で示

された成果目標値を達成することを基本として設定した数値 
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■目標値③ 就労定着支援事業所の就労定着率 

項  目 数値 

令和４年度の就労定着率が８割以上だった事業所の割合（実績） ２０％ 

令和８年度の就労定着率が７割以上だった事業所の割合（目標）（※） ６０％ 

※令和８年度の就労定着率が７割以上だった事業所の割合（目標）は、国の基本指針で示さ

れた成果目標値を達成することを基本として設定した数値 

 

（５）障害児支援の提供体制の整備等            
 障害のある児童への重層的な地域支援体制を構築するため、富士市立こ

ども発達センターみはら園の児童発達支援センター機能を強化するとと

もに、重度の身体障害と知的障害が重複している児童が利用できる児童発

達支援、放課後等デイサービス事業所を確保します。 

また、令和３年に公布された医療的ケア児及びその家族に対する支援に

関する法律に基づき、医療的ケアを必要とする児童が適切な支援を受けら

れるよう、富士市医療的ケア児等支援検討会議を開催して保健、医療、福

祉、保育、教育等の関係機関の連携を図るとともに、関連分野の支援を調

整する医療的ケア児コーディネーターとして養成された相談支援専門員

の配置を促します。 

 

内  容 状況 

児童発達支援センターの設置 設置済み 

保育所等訪問支援を利用できる体制構築 構築済み 

主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサ

ービス事業所の確保 
確保済み 

保健、医療、障害福祉、保育、教育等の関係機関等が連携を図るための

協議の場の設置 
設置済み 

医療的ケア児コーディネーターの

配置数（見込） 

Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

４人 ４人 ４人 ４人 
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（６）相談支援体制の充実・強化に向けた取組の実施体制の確保  

相談支援事業者の新規参入を促すなど、地域の相談支援体制の拡充を図

ります。 

また、障害福祉課に設置する富士市障害者基幹相談支援センターと障害

者等相談支援事業者が連携して、障害種別や各種ニーズに対応した総合

的・専門的な相談支援を実施するとともに、地域の相談支援事業者への専

門的指導・助言や人材育成などに取り組みます。 

（件） 

活動指標 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

地域の相談支援事業者への専門的指導・助言 ６ ６ ６ 

地域の相談支援事業者の人材育成のための支援 １４ １４ １４ 

地域の相談支援機関との連携強化のための取組 １２ １２ １２ 

 

（７）障害福祉サービス等の質の向上を図るための取組に係る体制

の構築 

 障害福祉サービスなどの多様化と事業所の増加に対応し、適切にサービ

スを利用していただくため、令和８年度までに障害福祉サービスなどの質

の向上に取り組む体制を構築します。 

 市職員を県が実施する研修に参加させるとともに、障害福祉サービス事

業者などと連携して報酬の請求誤りを防ぎ、運営を適正化するための取組

を行います。 

 

活動指標 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

県が実施する研修への市職員参加人数（人） ３ ３ ３ 

報酬請求に対する審査結果のサービス等事業所

との共有の実施回数（回） 
１ １ １ 
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３．障害福祉サービスの見込数値               
 

（１）訪問系サービス                     

 主に在宅でヘルパー等の訪問を受け利用するサービス。 

 

 居宅介護  

居宅を訪問し、入浴、排せつ、食事等の介護、調理、洗濯、掃除等の家

事、生活等に関する相談や助言など、生活全般にわたる援助を行うサービ

ス。 

 

■サービスの見込量（１月当たり） 

区分 
令和５年度 

(実績見込) 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人員 ２１２人 ２１４人 ２１６人 ２１８人 

活動時間 ４，１７４時間 ４，２３６時間 ４，２９８時間 ４，３６０時間 

 

■サービス提供体制確保の方策 

居宅介護職員初任者研修などの情報提供を行い、人材の確保に努めると

ともに、必要とする人が必要な量のサービスを受けられるよう、適正な支

給決定を行います。 
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重度訪問介護  

重度の肢体不自由または重度の知的障害、精神障害により常に介護が必

要な人を対象に、居宅等において入浴、排せつ、食事の介護、外出時にお

ける移動支援などを総合的に行うサービス。 

 

■サービスの見込量（１月当たり） 

区分 
令和５年度 

(実績見込) 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人員 ９人 ９人 ９人 ９人 

活動時間 ４，８２２時間 ４，８３８時間 ４，８５４時間 ４，８７０時間 

 

■サービス提供体制確保の方策 

重度訪問介護従事者養成研修などの情報提供を行い、人材の確保に努め

るとともに、必要とする人が必要な量のサービスを受けられるよう、適正

な支給決定を行います。 

 

同行援護  

視覚障害により移動が困難な人の外出に同行し、移動に必要な情報を提

供し、移動の援護を行うサービス。 

 

■サービスの見込量（１月当たり）  

区分 
令和５年度 

(実績見込) 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人員 ３１人 ３２人 ３２人 ３２人 

活動時間 ５４９時間 ５７８時間 ６０７時間 ６３６時間 

 

■サービス提供体制確保の方策 

同行援護従業者養成研修などの情報提供を行い、人材の確保に努めると

ともに、必要とする人が必要な量のサービスを受けられるよう、適正な支

給決定を行います。 
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 行動援護  

知的障害や精神障害により行動上の障害がある人を対象に、外出時など

に危険を回避するために必要な支援を行うサービス。 

 

■サービスの見込量（１月当たり）  

区分 
令和５年度 

(実績見込) 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人員 １０人 １０人 １０人 １０人 

活動時間 ９６時間 １００時間 １０４時間 １０８時間 

 

■サービス提供体制確保の方策 

 強度行動障害支援者養成研修などの情報提供を行い、人材の確保に努め

るとともに、新たな事業所の参入を促し、サービス提供体制の拡充に努め

ます。 

 

重度障害者等包括支援  

介護の必要性がとても高い人を対象に、居宅介護や通所サービスなどの

複数のサービスを組み合わせて包括的に支援を行うサービス。 

 

■サービスの見込量（１月当たり）  

区分 
令和５年度 

(実績見込) 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人員 ０人 ０人 ０人 ０人 

活動時間 ０時間 ０時間 ０時間 ０時間 

 

■サービス提供体制確保の方策 

 ニーズの把握に努め、必要に応じた対応を行います。 
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（２）日中活動系サービス  

 

 生活介護  

常に介護等の支援が必要な人に対し、施設への通所により食事や入浴、

排せつ等の介護や、軽作業等の生産活動、創作的活動の機会の提供など、

身体機能、生活能力の維持・向上のために必要な支援を行うサービス。 

 

■サービスの見込量（１月当たり） 

区分 
令和５年度 

(実績見込) 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人員 ５１２人 ５２４人 ５３６人 ５４９人 

利用日数 １０，２４０日 １０，４８０日 １０，７２０日 １０，９８０日 

 

■サービス提供体制確保の方策 

事業所の開設や運営に関する相談などに対応し、サービス提供体制の確

保に努めます。強度行動障害や医療的ケアの必要な障害者を受入れ可能な

事業所の確保に重点的に努めます。 

 

自立訓練（機能訓練）  

一定の期間、施設への通所などにより理学療法、作業療法その他必要な

リハビリテーションや生活などに関する相談及び助言その他の必要な支

援を行うサービス。 

 

■サービスの見込量（１月当たり）  

区分 
令和５年度 

(実績見込) 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人員 ５人 ６人 ７人 ８人 

利用日数 ４５日 ５２日 ５９日 ６６日 

 

■サービス提供体制確保の方策 

 ニーズの把握に努め、必要に応じた対応を行います。 
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 自立訓練（生活訓練）  

一定の期間、施設への通所などにより入浴、排せつや食事などに関する

日常生活を営むための訓練や生活などに関する相談及び助言その他の必

要な支援を行うサービス。 

 

■サービスの見込量（１月当たり）  

区分 
令和５年度 

(実績見込) 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人員 ３９人 ３９人 ３９人 ３９人 

利用日数 ６４０日 ６４０日 ６４０日 ６４０日 

 

■サービス提供体制確保の方策 

 対象者を的確に把握し、事業所と連携しながら適切な支援を行います。 

 

就労選択支援  

 就労系の障害福祉サービスの利用希望者に対し、就労能力等を評価し、

適正なサービス利用に繋ぐためのサービス（令和７年１０月より開始）。 

 

■サービスの見込量（１月当たり）  

区分 
令和５年度 

(実績見込) 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人員 － － ８人 ９人 

 

■サービス提供体制確保の方策 

 事業所の開設や運営に関する相談などに対応し、サービス提供体制の確

保に努めるとともに、対象者を的確に把握して適切な支援を行います。 
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就労移行支援  

 就労を希望している障害のある人に対し、一定の期間、生産活動や職場

体験などの機会を提供し、就労に必要な知識及び能力の向上のために必要

な訓練、求職活動に関する支援、適性に応じた職場の開拓、就職後におけ

る職場への定着のために必要な相談その他の必要な支援を行うサービス。 

 

■サービスの見込量（１月当たり）  

区分 
令和５年度 

(実績見込) 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人員 ８３人 ８４人 ８５人 ８６人 

利用日数 １，３２８日 １，３４４日 １，３６０日 １，３７６日 

 

■サービス提供体制確保の方策 

 事業所の開設や運営に関する相談などに対応し、サービス提供体制の確

保に努めるとともに、対象者を的確に把握して適切な支援を行います。 

 

 就労継続支援（Ａ型）  

 一般企業での就労が困難な人に対し、雇用契約に基づく就労機会や生産

活動の機会を提供し、就労に必要な知識・能力向上のため必要な訓練など

の支援を行うサービス。 

 

■サービスの見込量（１月当たり）  

区分 
令和５年度 

(実績見込) 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人員 １５８人 １６７人 １７６人 １８５人 

利用日数 ３，１６０日 ３，３４０日 ３，５２０日 ３，７００日 

 

■サービス提供体制確保の方策 

就労機能パワーアップ事業、障害者就業・生活支援センターと連携して

事業所の効率的な活用を図るとともに、対象者を的確に把握して適切な支

援を行います。 
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就労継続支援（Ｂ型）  

 通常の事業所での就労が困難な人に対し、雇用契約を結ばない就労機会

や生産活動の機会を提供し、就労に必要な知識・能力向上のため必要な訓

練などの支援を行うサービス。 

 

■サービスの見込量（１月当たり）  

区分 
令和５年度 

(実績見込) 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人員 ６８１人 ７１５人 ７５０人 ７８７人 

利用日数 １２，２５８日 １２，８７０日 １３，５００日 １４，１６６日 

 

■サービス提供体制確保の方策 

就労機能パワーアップ事業、障害者就業・生活支援センターと連携し、

工賃アップを図るなど事業所の効果的な運営を支援するとともに、対象者

を的確に把握して適切な支援を行います。 

 

 就労定着支援  

 障害福祉サービスを利用して新たに通常に雇用された障害のある人に

対し、事業所での就労を継続するために必要な事業所、障害福祉サービス

事業者、医療機関などとの連絡調整や、就労に伴い生じる日常生活または

社会生活を営む上での相談、指導及び助言その他の必要な支援を行うサー

ビス。 

 

■サービスの見込量（１月当たり）  

区分 
令和５年度 

(実績見込) 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人員 ３人 ３人 ３人 ３人 

 

■サービス提供体制確保の方策 

事業所の開設や運営に関する相談などに対応し、サービス提供体制の確

保を図ります。 
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療養介護  

医療と常時の介護を必要とする人に対し、医療機関への入院と併せて、

機能訓練や療養上の管理、看護、医学的管理の下における介護及び日常生

活上の援助を行うサービス。 

 

■サービスの見込量（１月当たり）  

区分 
令和５年度 

(実績見込) 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人員 ２９人 ３０人 ３１人 ３２人 

 

■サービス提供体制確保の方策 

ニーズの把握に努め、適切な対応を行います。 

 

 短期入所  

自宅で介護を行う人が病気などの場合に、施設に短期間入所することに

より入浴、排せつ、食事等の介護を行うサービス。 

 

■サービスの見込量（１月当たり） 

【福祉型短期入所】 

区分 
令和５年度 

(実績見込) 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人員 ７６人 ７９人 ８３人 ８７人 

利用日数 ５３１日 ５５２日 ５８０日 ６０８日 

 

【医療型短期入所】 

区分 
令和５年度 

(実績見込) 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人員 ３人 ３人 ３人 ３人 

利用日数 ５７日 ５７日 ５７日 ５７日 

 

■サービス提供体制確保の方策 

新たな事業所の参入を促進するなど、サービス提供体制の拡充を図りま

す。 
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（３）居住支援系サービス  

 

 自立生活援助  

 施設入所支援または共同生活援助を利用していた障害のある人が、居宅

における自立した日常生活を営むうえでの様々な問題に対して、定期的な

巡回や随時行う訪問により状況を把握して相談に応じ、関係機関などとの

連絡調整その他の必要な援助を行うサービス。 

 

■サービスの見込量（１月当たり）  

区分 
令和５年度 

(実績見込) 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人員  ０人 ０人 ０人 ０人 

 

■サービス提供体制確保の方策 

事業所の開設や運営に関する相談などに対応し、サービス提供体制の確

保を図ります。 

 

 共同生活援助（グループホーム）  

地域生活を営む上で支援を必要とする障害のある人に対し、主に夜間に、

共同生活を営む住居で、家事や相談、入浴、排せつ、食事等の介護などの

日常生活上の支援を行うサービス。 

 

■サービスの見込量（１月当たり）  

区分 
令和５年度 

(実績見込) 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人員 ２７５人 ２８０人 ２８５人 ２９０人 

 

■サービス提供体制確保の方策 

事業所の開設や運営に関する相談などに対応し、サービス提供体制の確

保を図ります。特に夜間や休日の支援を行う介護サービス包括型グループ

ホームの提供体制確保に努めます。 
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施設入所支援  

障害者支援施設において、主に夜間に、入浴・排せつ・食事等の介護、

生活等に関する相談・助言などの必要な日常生活上の支援を行うサービス。 

 

■サービスの見込量（１月当たり）  

区分 
令和５年度 

(実績見込) 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人員 ２２３人 ２２０人 ２１７人 ２１４人 

 

■サービス提供体制確保の方策 

入所施設から地域への移行が進められ、利用者数の減が見込まれていま

すが、本人や家庭の事情等により地域で生活することが困難な人もあり、

施設入所支援の必要性は残っています。地域での生活が可能な人について

は積極的に移行を進め、限られた社会資源の活用を図っていきます。 

 

（４）計画相談支援                      

 

計画相談支援  

障害のある人が障害福祉サービスを利用するに当たり、サービス内容な

どを定めたサービス等利用計画を作成し、一定期間ごとに計画の見直しを

行うサービス。 

 

■サービスの見込量（１年当たり）  

区分 
令和５年度 

(実績見込) 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人員 １，３４８人 １，３５３人 １，３５８人 １，３６３人 

 

■サービス提供体制確保の方策 

相談支援従事者研修などの情報提供を行い、人材の確保に努めるととも

に、新たな事業所の参入を促進するなど、サービス提供体制の確保を図り

ます。 
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障害児相談支援  

障害のある児通が障害児通所支援を利用するに当たり、サービス内容な

どを定めた障害児支援利用計画を作成し、一定期間ごとに計画の見直しを

行うサービス。 

 

■サービスの見込量（１年当たり）  

区分 
令和５年度 

(実績見込) 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人員 ５３８人 ５４３人 ５４８人 ５５３人 

 

■サービス提供体制確保の方策 

研修などの情報提供を行い、人材の確保に努めるとともに、新たな事業

所の参入を促進するなど、サービス提供体制の確保を図ります。 

 

（５）地域相談支援                      
 

地域移行支援  

障害者支援施設に入所している人や精神科病院に入院している人など、

地域生活に移行するために重点的な支援を必要とする人に、住居の確保な

ど地域生活移行のための活動に関する相談や障害福祉サービス事業所等

への同行支援などを行うサービス。 

 

■サービスの見込量（１年当たり）  

区分 
令和５年度 

(実績見込) 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人員 ４人 ４人 ４人 ４人 

 

■サービス提供体制確保の方策 

対象者を的確に把握し、相談支援事業者と連携しながら適切な支援を行

います。 
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地域定着支援  

居宅において単身等で生活する障害のある人に、常時の連絡体制を確保

し、障害の特性に起因して生じた緊急の事態等に対して相談その他必要な

支援を行うサービス。 

 

■サービスの見込量（１年当たり）  

区分 
令和５年度 

(実績見込) 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人員 １人 １人 １人 １人 

 

■サービス提供体制確保の方策 

対象者を的確に把握し、相談支援事業者と連携しながら適切な支援を行

います。 

 

（６）障害のある児童に係るサービス  

 

 児童発達支援  

就学前の障害のある児童に対し、通所により日常生活における基本的な

動作の指導や知識技能の付与、集団生活への適応訓練を行うサービス。 

 

■サービスの見込量（１月当たり）  

区分 
令和５年度 

(実績見込) 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人員 １２８人 １３０人 １３２人 １３４人 

利用日数 １，５３６日 １，５６０日 １，５８４日 １，６０８日 

 

■サービス提供体制確保の方策 

障害のある児童とその家族が、身近な地域で適切な支援を受けることが

できるよう、富士市立こども発達センターみはら園の機能の活用等、サー

ビス提供体制の確保と充実に努めます。また、放課後等デイサービスとの

多機能型事業所を促進するなど、サービス提供体制の確保を図ります。 
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医療型児童発達支援  

上肢、下肢または体幹の機能の障害のある児童に対して児童発達支援及

び治療を併せて行うサービス。 

 

■サービスの見込量（１月当たり）  

区分 
令和５年度 

(実績見込) 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人員 ０人 ０人 ０人 ０人 

利用日数 ０日 ０日 ０日 ０日 

 

■サービス提供体制確保の方策 

近隣には想定される事業所がありませんが、ニーズの把握に努め、必要

に応じた対応を行います。 

 

 放課後等デイサービス  

学校に通学する障害のある児童に対して、放課後や長期休暇中において、

生活能力向上のための訓練等を継続的に提供することにより、自立を促進

するとともに放課後等の居場所を提供するサービス。 

 

■サービスの見込量（１月当たり）  

区分 
令和５年度 

(実績見込) 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人員 ７７１人 ７７８人 ７８５人 ７９２人 

利用日数 １１，５６５日 １１，６７０日 １１，７７５日 １１，８８０日 

 

■サービス提供体制確保の方策 

事業所の運営に関する相談などに対応し、サービス提供体制の確保・充

実を図ります。 
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保育所等訪問支援  

保育所等に通う障害児に対して、集団生活への適応を支援するため、保

育所等を訪問し、障害児本人への訓練や保育所等のスタッフへの助言、指

導を行うサービス。 

 

■サービスの見込量（１月当たり）  

区分 
令和５年度 

(実績見込) 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人員 １６人 １６人 １６人 １６人 

利用日数 １６日 １６日 １７日 １９日 

 

■サービス提供体制確保の方策 

サービス提供体制の確保・充実を図り、地域の幼稚園、保育園、学校等

と連携して、児童の心身の状況や環境に応じた対応を行います。 

 

 居宅訪問型児童発達支援  

児童発達支援等を受けるために外出することが困難な重度の障害があ

る児童などに対し、居宅を訪問し、日常生活における基本動作の指導等を

行うサービス。 

 

■サービスの見込量（１月当たり）  

区分 
令和５年度 

(実績見込) 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人員 １人 ２人 ２人 ２人 

利用日数 １日 ２日 ２日 ２日 

 

■サービス提供体制確保の方策 

富士市立こども発達センターみはら園において児童の心身の状況や環

境に応じて必要な対応を行います。 
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（７）その他のサービス                    

 

自立支援医療（更生医療）  

身体障害者手帳の交付を受けた満１８歳以上の身体に障害がある人が、

障害を取り除き軽減するために確実な効果が期待できる治療を受ける場

合に医療費を助成するサービス。 

 

■サービスの見込量（１年当たり）  

区分 
令和５年度 

(実績見込) 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人員 １４７人 １５１人 １５５人 １５９人 

 

 自立支援医療（育成医療）  

児童福祉法で定める障害のある児童のうち、身体に障害がある満１８歳

未満の児童（障害に係る医療を行わなければ将来障害を残すと認められる

疾患がある児童を含む）が、障害を取り除き軽減するために確実な効果が

期待できる治療を受ける場合に医療費を助成するサービス。 

 

■サービスの見込量（１年当たり）  

区分 
令和５年度 

(実績見込) 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人員 １０人 １０人 １０人 １０人 

 

 補装具  

補装具……身体に装着することで身体機能を補完・代替し、日常生活や

就学・就労に長時間にわたって継続して使用される補装具の購入、借り受

け、修理に要する費用の給付を行うサービス。 

 

■サービスの見込量（１年当たり）  

区分 
令和５年度 

(実績見込) 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用件数 ３９８件 ４０７件 ４１１件 ４１４件 
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４．地域生活支援事業の見込数値                      

 

地域生活支援事業は、障害のある人が自立した日常生活や社会生活を営

むことができるよう、地域の特性や利用者の状況に応じて市町村が実施主

体となって行う事業です。 

障害者総合支援の規定により実施するものとされる市町村必須事業と、

地域の実情に応じて実施できる任意事業があります。 

理解促進・啓発、相談支援、意思疎通支援、日常生活用具給付、移動支

援、地域活動支援センターなどの事業を実施します。 

 

（１）市町村必須事業  

 

理解促進・啓発事業  

 障害のある人や障害についての理解を深めるための市民向け講演会や手話奉

仕員養成研修、障害者週間記念事業などの啓発のためのイベントを開催します。 

 

自発的活動支援事業 

 障害のある人が自立した日常生活および社会生活を営むことができる

よう、当事者団体等の行う社会活動、ボランティア活動を支援します。 

 

 相談支援事業  

・相談支援事業 

障害のある人や家族などからの相談に応じて、必要な情報の提供や助言、

サービスの利用支援、虐待の防止など権利擁護のための援助を行うととも

に、富士市障害者基幹相談支援センターと連携して地域の相談支援体制の

充実・強化に取り組みます。 

 

■サービスの見込量 

区分 
令和５年度 

(実績見込) 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実施箇所 ７か所 ７か所 ７か所 ７か所 
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・富士市障害者基幹相談支援センター 

障害者等からの相談に対応し、情報提供、助言などを行うほか、相談支

援事業者間の連絡調整や関係機関が連携するための支援、相談支援事業者

の人材養育成のための研修事業を行うなど、地域における相談支援の中核

的な役割を担います。（障害福祉課内に設置） 

 

成年後見制度利用支援事業  

 成年後見制度の利用を必要とする障害のある人に対し、成年後見制度の

の申立てに要する費用や後見人等の報酬などを助成し、制度利用を支援す

ることで、障害のある人の権利を擁護します。 

 

意思疎通支援事業  

専任手話通訳者の設置、手話通訳者・要約筆記者の派遣により、聴覚、

音声・言語機能に障害のある人と周囲の人との意思疎通を支援します。 

 

■サービスの見込量（１年当たり） 

区分 
令和５年度 

(実績見込) 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

専任手話通訳者設置 １人 １人 １人 １人 

手話通訳者派遣 
延
派
遣
数 

９０人 ９０人 ９０人 ９０人 

要約筆記者派遣 ８０人 ８０人 ８０人 ８０人 

 

移動支援事業  

社会的な障壁により移動が困難な人の地域生活を支援するため、ヘルパ

ーを派遣して社会生活上必要不可欠な外出や余暇活動など社会参加のた

めの外出の支援を行います。 

 

■サービスの見込量（１月当たり） 

区分 
令和５年度 

(実績見込) 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実利用者数 ７７人 ８７人 ８７人 ８７人 

延利用時間数 ４９４時間 ５６２時間 ５６２時間 ５６２時間 
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手話奉仕員養成研修事業  

聴覚障害への理解を深め、基礎的な手話を習得することにより、手話を言

語とする人の理解者として活動する手話奉仕員を養成する講座を開催し、

将来的な手話通訳者養成の基礎とします。 

 

日常生活用具給付等事業  

障害のある人の日常生活がより円滑に行われるための用具を給付また

は貸与します。 

 

■日常生活用具の種類 

内容 種目 

介護・訓練支援用具 
特殊寝台や特殊マットなど身体介護を支援する用具や、障害の

ある児童が訓練に用いる椅子などを給付します。 

自立生活支援用具 
障害のある人の入浴、食事、移動などの自立生活を支援するた

めの用具を給付します。 

在宅療養等支援用具 
電気式たん吸引器や視覚障害者用体温計など、障害のある人の

在宅療養等を支援するための用具を給付します。 

情報・意思疎通 

支 援 用 具 

点字器や人工喉頭など障害のある人の情報収集、情報伝達や意

思疎通等を支援するための用具を給付します。 

排せつ管理支援用具 
ストマ用装具など、障害のある人の排せつ管理を支援する衛生

用品を給付します。 

居宅生活動作 

補 助 用 具 

居宅における円滑な生活動作等を図るため、小規模な住宅改修

を行う際に費用の一部を助成します。 

■サービスの見込量（１年当たり） 

区分 
令和５年度 

(実績見込) 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

介護・訓練支援用具 ２１件 ２０件 ２１件 ２２件 

自立生活支援用具 ３７件 ４１件 ４２件 ４３件 

在宅療養等支援用具 ３１件 ３２件 ３３件 ３４件 

情報・意思疎通支援用具 ６０件 ６３件 ６５件 ６７件 
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区分 
令和５年度 

(実績見込) 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

排せつ管理支援用具 ５，４２２件 ５，４３８件 ５，５８５件 ５，７６４件 

居宅生活動作補助用具 ３件 ７件 ７件 ７件 

 

地域活動支援センター事業  

障害のある人の日中活動の場として、利用者の状況に応じた創作的活動

または生産活動の機会の提供や、日常生活の支援や様々な相談への対応な

どを行います。 

 

■サービスの見込量（１月当たり） 

区分 
令和５年度 

(実績見込) 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実利用者数 １４５人 １４５人 １４５人 １４５人 

延利用者数 １，５６５人 １，５６５人 １，５６５人 １，５６５人 

 

（２）市町村任意事業  

 

 日常生活支援事業  

・訪問入浴 

居宅において入浴することが困難な障害のある人を対象に、巡回入浴車

を派遣し、身体の清潔の保持、心身機能の維持等を図ります。 

 

■サービスの見込量（１月当たり） 

区分 
令和５年度 
(実績見込) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人員 １３人 １４人 １５人 １６人 

利用回数 ９５回 １０２回 １０９回 １０６回 
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・ことばの相談室 

ことばに関して何らかの障害を持つ特別支援学校・特別支援学級に通学

する児童・生徒を対象に、相談・訓練を通してコミュニケーションの手段

を獲得することを目的とした「ことばの相談室」を開設します。 

 

■サービスの見込量（１年当たり） 

区分 
令和５年度 
(実績見込) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人員 ６５０人 ６５０人 ６５０人 ６５０人 

開所日数 ２２５日 ２２５日 ２２５日 ２２５日 

 

・日中一時支援事業 

障害のある人を日常的に介護する家族の就労支援や一時的な休息を目

的として、障害のある人の日中における活動の場を提供します。 

 

■サービスの見込量（１月当たり） 

区分 
令和５年度 

(実績見込) 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

～４時間 １４７回 １４５回 １４０回 １４０回 

４～８時間 １１８回 １１０回 １１０回 １１０回 

８時間～ ５７回 ６０回 ６０回 ６０回 

 

・居室確保事業 

 障害のある人が地域で安心して暮らしていけるよう、緊急一時的な宿泊

や地域での一人暮らしに向けた体験的宿泊を提供するための居室を確保

します。 

 

■サービスの見込量（１年当たり） 

区分 
令和５年度 
(実績見込) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

緊急一時的な宿泊場所の提供 

利用日数 
３０日 ３０日 ３０日 ３０日 

地域での一人暮らし体験的宿泊 

利用日数 
２４日 ２４日 ２４日 ２４日 
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社会参加促進支援事業  

・レクリエーション支援 

区分 内容 

心身障害児（者）ふれあい

交流事業 

障害のある人や児童とその家族の交流の機会となるイベントを

毎年２回開催 

知的障害児(者)

カルチャー講座 

 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

講座数 ９講座 ９講座 ９講座 ９講座 

回数 ８８回 ８８回 ８８回 ８８回 

参加者数 １，６７９人 １，６７９人 １，６７９人 １，６７９人 

 

・点字・声の広報 

区分 内容 

音声行政情報提供事業 広報ふじ・障害者計画等の音訳作成（カセット・ＣＤ化） 

 

・奉仕員養成研修 

区分 内容 

点訳講習会 文章や資料などを点字化する点訳ボランティアを養成する。 

音訳ボランティア養成講座 
広報ふじ等を音声化し、ＣＤ・カセットテープに録音する音訳ボ

ランティアを養成する。 
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５．発達障害者の支援                      

 

 発達障害のある人が地域においてその人らしく生活できるよう、県の発

達障害者支援センター、発達障害者支援コーディネーターと連携して相談

支援体制の充実を図るとともに、地域の保健、医療、保育、教育、福祉な

ど関係機関が連携し、ライフステージに沿った支援を行います。 

 

 

 

６．高次脳機能障害者の支援                           

 

高次脳機能障害を発症した人が地域社会の中で生活できるよう、県の高

次脳機能障害支援拠点など関係機関と連携して、対象者の把握や適切な障

害福祉サービスの提供に努めます。 
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７．基盤整備計画                        

３．障害福祉サービスの見込数値にて算出したサービス見込量に対し、

対応するサービス供給量を見込むことにより、今後不足するサービス量を

算出し、基盤整備計画を策定しました。 

 

【障害福祉サービスなどの提供が不足する利用者数】 

 算出したサービス見込量から、新たなサービス利用者に対し、サービス

提供が不足すると考えられる利用者数は以下のようになります。 

（人） 

区分 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

生活介護 １２ １２ １２ 

自立訓練（機能訓練）    

自立訓練（生活訓練）    

就労選択支援  ５０ １ 

就労移行支援 １ １ １ 

就労継続支援（Ａ型） ９ ９ ９ 

就労継続支援（Ｂ型） ２０ ３５ ３７ 

就労定着支援    

療養介護 １ １ １ 

福祉型短期入所 ３ ４ ４ 

医療型短期入所    

自立生活援助    

共同生活援助 ５ ５ ５ 

施設入所支援    

児童発達支援 ２ ２ ２ 

医療型児童発達支援    

放課後等デイサービス ７ ７ ７ 

保育所等訪問支援    

※空欄は提供不足数を見込まないもの。 

※入所施設から地域生活への移行目標 １４人 
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【新規施設等整備予定箇所数】 

サービス提供が不足すると考えられる増利用者数に対応し、地域におい

て生活する障害のある人や児童に適切なサービス提供を行うため、以下の

ように新規施設等の整備が必要となることから、新たな事業所の参入を促

進するなど、サービス提供体制の確保を図ります。 

区分 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

箇所数 

(か所) 

人分 

（人） 

箇所数

(か所) 

人分

（人） 

箇所数

(か所) 

人分

（人） 

生活介護 １ ２０ １ １０ １ １０ 

自立訓練（機能訓練）       

自立訓練（生活訓練）       

就労選択支援   ３ ６０   

就労移行支援 １ ６     

就労継続支援（Ａ型） １ １０ １ １０ １ １０ 

就労継続支援（Ｂ型） １ ２０ ２ ４０ ２ ４０ 

就労定着支援       

療養介護       

福祉型短期入所 ２ ４ ２ ４ ２ ４ 

医療型短期入所       

自立生活援助       

共同生活援助 ２ １０ ２ １０ ２ １０ 

施設入所支援       

児童発達支援 １ ５ １ ５ １ ５ 

医療型児童発達支援       

放課後等デイサービス １ １０ １ １０ １ １０ 

保育所等訪問支援       

※空欄は施設整備を要しないもの。 

 

 


